
法科大学院修了後の学力向上と司法試験の合格率の低下についての意見

平成２５年２月２２日

法曹養成制度検討会議委員 和田吉弘

１ 本意見書の趣旨

私は、法曹養成制度検討会議の第６回において、多くの法科大学院では、司法

試験にあまり役に立たない授業が行われており、法科大学院の一般の学生は法科

大学院の修了が決まった段階から本格的に司法試験の勉強を始めるのが実態であ

る旨を述べ、そのことも、司法試験受験の回数制限、期間制限をすべきでないこ

との理由の１つとして挙げさせていただいた。

これについては、司法試験受験者が回数ないし年数を重ねるほどその司法試験

の合格率が下がっている（第６回の資料１の 1(5)の「司法試験修了年度別合格

状況」参照）ことから、上の私の意見はそのことと矛盾があるのではないかとの

疑問もありうるが、私は、上のような実態があることについては、法科大学院の

多くの学生や修了生らからの話を聞いて確信を持っているところであり、また司

法試験合格率の実際とも必ずしも矛盾するものではないと考えている。

そこで、やや小さい問題ではあるが、法科大学院修了後に司法試験受験のため

の勉強をすることによって学力が向上することと、年を追うごとに合格率が低下

することとの間に矛盾がないことを、説明しておきたいと考えた次第である。

２ モデル・ケースによる説明

(1) 前提となる仮定

説明を具体的にかつごく単純にするために、まず、司法試験受験者をＡからＪ

の１０人とし、司法試験に合格する学力のレベルを１０段階のうちの７とする。

また、司法試験受験者の中には、法科大学院入学前に旧司法試験の受験の勉強を

していた人もいることや、また法科大学院において、法科大学院での授業のため

の勉強と併行してある程度（新）司法試験のための勉強をする人も当然いること

なども考えて、法科大学院の修了が確定した時点で、下の表のように（※）、Ａ
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からＪの１０人のうち、ＡとＢとＣの３人が学力レベル７、ＤとＥの２人がレベ

ル６、ＦとＧの２人がレベル５、Ｈ１人がレベル４、Ｉ１人がレベル３、Ｊ１人

がレベル２であったものと仮定する。さらに、その１０人が、司法試験の受験の

ための勉強により１年ごとにレベルが１つずつ上がるものとも仮定する（最初の

年は１年ではなく、法科大学院修了の確定から司法試験受験までの期間とする）。

(2) モデル・ケースについての検討

学力レベル

修了確定時(※) １回目(※ 1) ２回目(※ 2) ３回目(※ 3)

Ａ、Ｂ、Ｃ ７ ８（合格）

Ｄ、Ｅ ６ ７（合格）

Ｆ、Ｇ ５ ６ ７（合格）

Ｈ ４ ５ ６ ７（合格）

Ｉ ３ ４ ５ ６

Ｊ ２ ３ ４ ５

合格率 ５０％ ４０％ ３３％

まず、１回目の司法試験では（上の表の※ 1）、ＡとＢとＣがレベル８、Ｄと

Ｅがレベル７、ＦとＧがレベル６、Ｈがレベル５、Ｉがレベル４、Ｊがレベル３

となるから、レベル７以上の５人（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ）が合格となる。したが

って、１０人のうちの５人が合格で、合格率は５０％となる。

その後、１回目に不合格であった５人がその１年後に２回目の司法試験を受け

る時の学力レベル（上の表の※ 2）は、ＦとＧがレベル７、Ｈがレベル６、Ｉが

レベル５、Ｊがレベル４となるから、レベル７の２人（ＦとＧ）が合格となる。

したがって、５人のうちの２人が合格で、合格率は４０％となる。

さらに、２回目にも不合格であった３人がその１年後に３回目の司法試験を受

ける時の学力レベル（上の表の※ 3）は、Ｈがレベル７、Ｉがレベル６、Ｊがレ

ベル５となるから、レベル７の１人（Ｈ）が合格となる。したがって、３人のう

ちの１人が合格で、合格率は３３％となる。
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このように考えると、各人の学力レベルが時間とともに向上するとしても、合

格レベルに達する人数の比率の関係から、１回目よりも２回目、２回目よりも３

回目と合格率が低下する事態はありうることになる。

３ 補足説明

このように、法科大学院修了後年数を経るごとに司法試験合格のための学力が

向上していくということと、法科大学院修了後年数を経るごとに司法試験の合格

率が低下するということとは、必ずしも矛盾しないものと考えられる。

１回目の受験ですでに合格レベルに達している人（上の例でのＡからＥ）の割

合が多いことの背景事情としては、一部前述したように、①既修者コースの人と

未修者コースの多くの人は、法科大学院入学前に旧司法試験の受験のための勉強

をしていて、すでにある程度の学力が身に付いていること、②旧司法試験よりも

新司法試験のほうが合格人数が多いから、旧司法試験で合格まで今一歩の学力が

あった人はそのままでも新司法試験では合格することもありうること、③法科大

学院でも文科省に隠れて一定の受験指導をするようになっていること、④法科大

学院の勉強と司法試験の受験のための勉強をある程度両立させることができる人

もいること、などが考えられる。

なお、上のモデル・ケースでは、そのままで考えると、仮に４回目も受験でき

るとすると、２人（ＩとＪ）中の１人（Ｉ）が合格して合格率５０％、５回目も

受験できるとすると、最後の１人（Ｊ）もレベル７となって合格率１００％とな

り、現実と合わないことになってしまうであろう。ただ、これは、上の例が、わ

ずか１０人で数段階の学力レベルを前提とする単純化したモデル・ケースにすぎ

ないのに対して、実際には、いろいろなレベルの多くの修了生がいて、しかも、

長期にわたると生活のため十分な勉強時間を確保することができなかったり、受

験勉強として方向の間違った勉強方法が身に付いてしまっていたり、そもそも資

質が足りなかったりなどから、学力が着実に向上しない人もいる、ということに

よって説明することが可能であろう。

以上
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